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★　短答式筆記試験・逐条解説シリーズ　～　条約・TRIPs協定　～　★

《　条約での足切りだけは、絶対に回避しなければならない　》

短答式筆記試験は、２０１３年度以降劇的に難化し、合格率が約１０％に低下しました。さらに、２０１６年度試験からは科目別基準点制度（が導入され、２０１７年度の短答合格率は８．９％になりました。
　トータルで３９点をクリアしても、４５点取っても、条約で４点取れなければ足切りアウトです。
　なんとしても４点を死守して、足切りを回避しなければなりません。泣くに泣けません！
《　条約で４点を取るには、どうすれば良いか？　》

過去５年間の条約に関する出題は下記３分野に絞られ、出題数もほぼ一定です。
　　　①PCT条約・規則（特１８４条の３シリーズ、国願法を含む）　・・・　６問
　　　②パリ協定　・・・　２問
　　　③TRIPｓ協定　・・・　２問
PCT条約は絶望的な数の規則と複雑な規定により、膨大な勉強時間が必要です。運も含めて、６問中２点取るのがせいぜいでしょう。
とすると、パリ協定とTRIPｓ協定で、最低でも２点を実力で取らなければなりません。できれば満点の４点を狙いにいくべきです。
《　TRIPｓ協定は、過去１０年間の過去問勉強では対応できない　》

　TRIPｓ協定は全７３条あり、項数は２００を超えます。一方、毎年２問１０肢が出題されたとして、１０年で１００問です。つまり、まだ出題されていない論点が山のようにあるわけです。
ということで、本・青短では過去１５年間の出題を網羅し、さらに、今後の出題予測問題を追加しました。これで、勉強抜けは限りなくゼロにできるはずです。

《　短答式筆記試験・逐条解説（青短）シリーズ・TRIPｓ協定の特徴　》

　★ 過去１５年分の過去問（約１５０肢）を１肢ずつに分解し、条文順に配置しています
　★　出題されそうな論点を、〔予想問題〕で補強しています。
　★　条文の同時掲載により条文理解が高速に進み、勉強効率が飛躍的にアップします

　★ 重要な条項には多くの枝問が配置されますので、重要度が直感的に分かります

　　　※星印で最近１５年間の出題頻度を表示（★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆）など）

《本資料の著作権は、フレーズドライ・ゼミナールに属するものとします》
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知的所有権の貿易関連の側面に関する協定
Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights

☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さい。論文の趣旨問題に出るかも？
前文
加盟国は、
国際貿易にもたらされる歪み及び障害を軽減させることを希望し、並びに知的所有権の有効かつ十分な保護を促進し並びに知的所有権の行使のための措置及び手続自体が正当な貿易の障害とならないことを確保する必要性を考慮し、
このため、
(a) 1994年のガット及び知的所有権に関する関連国際協定又は関連条約の基本原則の適用可能性、
(b) 貿易関連の知的所有権の取得可能性、範囲及び使用に関する適当な基準及び原則の提供、
(c) 国内法制の相違を考慮した貿易関連の知的所有権の行使のための効果的かつ適当な手段の提供、
(d) 政府間の紛争を多数国間で防止し及び解決するための効果的かつ迅速な手続の提供、並びに

(e) 交渉の成果への最大限の参加を目的とする経過措置、
に関し、新たな規則及び規律の必要性を認め、
不正商品の国際貿易に関する原則、規則及び規律の多数国間の枠組みの必要性を認め、
知的所有権が私権であることを認め、
知的所有権の保護のための国内制度における基本的な開発上及び技術上の目的その他の公の政策上の目的を認め、
後発開発途上加盟国が健全かつ存立可能な技術的基礎を創設することを可能とするために、国内における法令の実施の際の最大限の柔軟性に関するこれらの諸国の特別のニーズを認め、
貿易関連の知的所有権に係る問題に関する紛争を多数国間の手続を通じて解決することについての約束の強化を達成することにより緊張を緩和することの重要性を強調し、
世界貿易機関と世界知的所有権機関(この協定において「WIPO」という。)その他の関連国際機関との間の相互の協力関係を確立することを希望して、
ここに、次のとおり協定する。
《　参考　：パリ条約の三大原則　》

① 内国民待遇の原則（第２条）

② 優先権制度（第４条）

③ 各国工業所有権独立の原則（第４条の２、６条(２)・(３)）
《　参考　：TRIPS協定の三大原則　》
① ミニマム・スタンダード（第１条）
② パリ・プラス・アプローチ（第２条）
③ 内国民待遇（第３条）と最恵国待遇（第４条）

第1部　一般規定及び基本原則
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　重要条文である。(2),(3)の出題はなさそう。
第1条　義務の性質及び範囲

(1) 加盟国は、この協定を実施する。加盟国は、この協定の規定に反さないことを条件として、この協定において要求される保護よりも広範な保護を国内法令において実施することができるが、そのような義務を負わない。加盟国は、国内の法制及び法律上の慣行の範囲内でこの協定を実施するための適当な方法を決定することができる。
(2) この協定の適用上、「知的所有権」とは、第2部の第1節から第7節までの規定の対象となるすべての種類の知的所有権をいう。
(3) 加盟国は、他の加盟国の国民(注1)に対しこの協定に規定する待遇を与える。該当する知的所有権に関しては、「他の加盟国の国民」とは、世界貿易機関のすべての加盟国が1967年のパリ条約、1971年のベルヌ条約、ローマ条約又は集積回路についての知的所有権に関する条約の締約国であるとしたならばそれぞれの条約に規定する保護の適格性の基準を満たすこととなる自然人又は法人をいう(注2)。ローマ条約の第5条(3)又は第6条(2)の規定を用いる加盟国は、知的所有権の貿易関連の側面に関する理事会(貿易関連知的所有権理事会)に対し、これらの規定に定めるような通告を行う。

(注1)

この協定において「国民」とは、世界貿易機関の加盟国である独立の関税地域については、当該関税地域に住所を有しているか又は現実かつ真正の工業上若しくは商業上の営業所を有する自然人又は法人をいう。

(注2)

この協定において、「パリ条約」とは、工業所有権の保護に関するパリ条約をいい、「1967年のパリ条約」とは、パリ条約の1967年7月14日のストックホルム改正条約をいい、「ベルヌ条約」とは、文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約をいい、「1971年のベルヌ条約」とは、ベルヌ条約の1971年7月24日のパリ改正条約をいい、「ローマ条約」とは、1961年10月26日にローマで採択された実演家、レコード製作者及び放送機関の保護に関する国際条約をいい、「集積回路についての知的所有権に関する条約」(IPIC条約)とは、1989年5月26日にワシントンで採択された集積回路についての知的所有権に関する条約をいい、「世界貿易機関協定」とは、世界貿易機関を設立する協定をいう。
《　特許庁資料　：TRIPS協定整合性分析調査報告書（H28年度）　》

(1) ミニマム・スタンダード（第１条）

①TRIPS 協定が定める規範は全加盟国が一律に遵守することが要求される最低基準であり、国別の事情に応じた例外は認められないこと、

② 各国が国内法でTRIPS 協定に定める以上の水準の保護を与えることは何ら妨げられないこと、

の最低基準原則を明示。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-16〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

(ﾛ) 加盟国は、この協定の規定に反しないことを条件として、この協定において要求される保護よりも広範な保護を国内法令において実施することができるが、そのような義務を負わない。
（〇）　TRIPs1条(1)第２文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-50〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

３　加盟国は、この協定の規定に反しないことを条件として、この協定において要求される保護よりも広範な保護を国内法令において実施することができるが、そのような義務を負わない。
（〇）　TRIPs1条(1)第２文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。 
１　加盟国は、この協定の規定に[　①　]ことを条件として、この協定において要求される保護よりも[　②　]を国内法令において実施することができるが、そのような[　③　]。加盟国は、国内の法制及び法律上の慣行の範囲内でこの協定を実施するための[　④　]を決定することができる。
（答え）　①反しない　②広範な保護　③義務を負わない　④適当な方法を
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さい。
第2条　知的所有権に関する条約

(1) 加盟国は、第2部、第3部及び第4部の規定について、1967年のパリ条約の第1条から第12条まで及び第19条の規定を遵守する。 
(2) 第1部から第4部までの規定は、パリ条約、ベルヌ条約、ローマ条約及び集積回路についての知的所有権に関する条約に基づく既存の義務であって加盟国が相互に負うことのあるものを免れさせるものではない。

《　特許庁資料　：TRIPS協定整合性分析調査報告書（H28年度）　》
(2) 既存の条約との関係（第２条）

パリ条約（1967 年ストックホルム改正条約）の実体規定で定められた保護水準を最低基準とし、それに＋αするアプローチ（パリ・プラス・アプローチ）を規定。
★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　第３条の内国民待遇、第４条の最恵国待遇は、重要条文である。
第3条　内国民待遇

(1) 各加盟国は、知的所有権の保護(注)に関し、自国民に与える待遇よりも不利でない待遇を他の加盟国の国民に与える。ただし、1967年のパリ条約、1971年のベルヌ条約、ローマ条約及び集積回路についての知的所有権に関する条約に既に規定する例外については、この限りでない。実演家、レコード製作者及び放送機関については、そのような義務は、この協定に規定する権利についてのみ適用する。ベルヌ条約第6条及びローマ条約第16条(1)(b)の規定を用いる加盟国は、貿易関連知的所有権理事会に対し、これらの規定に定めるような通告を行う。

(注)

第3条及び第4条に規定する「保護」には、知的所有権の取得可能性、取得、範囲、維持及び行使に関する事項並びにこの協定において特に取り扱われる知的所有権の使用に関する事項を含む。
(2) 加盟国は、司法上及び行政上の手続(加盟国の管轄内における送達の住所の選定又は代理人の選任を含む。)に関し、(1)の規定に基づいて認められる例外を援用することができる。ただし、その例外がこの協定に反さない法令の遵守を確保するために必要であり、かつ、その例外の実行が貿易に対する偽装された制限とならない態様で適用される場合に限る。

《　特許庁資料　：TRIPS協定整合性分析調査報告書（H28年度）　》
(3) 内国民待遇（第３条）

他の加盟国国民への内国民待遇の付与が原則。パリ条約、ベルヌ条約、ローマ条約及びワシントン条約中に既に規定されている例外を除く。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-48〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

３ 各加盟国は、知的所有権の保護に関し、自国民に与える待遇よりも有利な待遇を他の加盟国の国民に与えてはならない。
（×）　TRIPs3条(1)第１文。「不利でない待遇を与える」ことが求められているので、「有利な待遇を与える」ことに問題はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-31〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

４ 各加盟国は、知的所有権の保護に関し、例外なく、自国民に与える待遇よりも不利でない待遇を他の加盟国の国民に与えなければならない。
（×）　TRIPs3条(1)第２文（ただし書）が、例外規定である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-23〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

５ 内国民待遇の原則における知的所有権の保護には、知的所有権の取得及び維持に関する事項を含むが、知的所有権の行使に関する事項は含まない。
（×）　TRIPs3条(1)注。知的所有権の行使に関する事項も含む。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H15-3〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

２ パリ条約は、同盟国の国民が、工業所有権の保護に関して、他の全ての同盟国において内国民待遇の利益を享受しうることを規定しているが、最恵国待遇を受けるとまでは規定していない。他方、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定は、世界貿易機関加盟国が、他の加盟国の国民に対し、内国民待遇ばかりではなく、最恵国待遇をも与えるべきことを規定している。
（〇）　TRIPs3条（内国民待遇）、TRIPs4条（最恵国待遇）、パリ2条
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　自国民の実演家、レコード製作者及び放送機関に与えられる全ての知的所有権に関する権利について、他の加盟国の国民に、内国民と同等以上に与えなければならない。
（×）　この協定に規定する権利についてのみ適用される。
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　第３条の内国民待遇、第４条の最恵国待遇は、重要条文である。
第4条　最恵国待遇

知的所有権の保護に関し、加盟国が他の国の国民に与える利益、特典、特権又は免除は、他のすべての加盟国の国民に対し即時かつ無条件に与えられる。加盟国が与える次の利益、特典、特権又は免除は、そのような義務から除外される。

(a) 一般的な性格を有し、かつ、知的所有権の保護に特に限定されない司法共助又は法の執行に関する国際協定に基づくもの 

(b) 内国民待遇ではなく他の国において与えられる待遇に基づいて待遇を与えることを認める1971年のベルヌ条約又はローマ条約の規定に従って与えられるもの 

(c) この協定に規定していない実演家、レコード製作者及び放送機関の権利に関するもの

(d) 世界貿易機関協定の効力発生前に効力を生じた知的所有権の保護に関する国際協定に基づくもの。ただし、当該国際協定が、貿易関連知的所有権理事会に通報されること及び他の加盟国の国民に対し恣意的又は不当な差別とならないことを条件とする。

《　特許庁資料　：TRIPS協定整合性分析調査報告書（H28年度）　》
(4) 最恵国待遇（第４条）

従来の知的財産権条約にはなかったTRIPS 協定の特色の１つ。TRIPS 関連事項について、協定の保護水準を上回る２国間取極を締結する場合には、他の国にもその利益を均霑しなければならない。

ただし、ベルヌ条約及びローマ条約で認められているもの、著作隣接権のうちTRIPS 協定で規定されていないもの、既存の国際条約に基づく措置、特許協力条約に規定された手続については例外となる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-36〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

１ 知的所有権の保護に関し、加盟国が他の国の国民に与える利益、特典、特権又は免除は、他のすべての加盟国の国民に対し合理的な条件の下で与えられなければならない。
（×）　TRIPs4条柱書第１文。「即時かつ無条件に」与えられなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H15-3〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

２　　⇒第３条に掲載
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　知的所有権の保護に関し、加盟国が他の加盟国の国民に与える利益、特典、特権又は免除は、他のすべての加盟国の国民に対し即時かつ無条件に与えられるが、非加盟国の国民に与える利益等は、非適用とされている。
（×）　「他の国」には、非加盟国も含まれている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　知的所有権の保護に関し、加盟国が他の加盟国の国民に与える利益、特典、特権又は免除は、他のすべての加盟国の国民に対し即時かつ無条件に与えられ、例外は認められない。
（×）　例外はある。第４条(a)~(d)が例外規定である。

☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さい。
第5条　保護の取得又は維持に関する多数国間協定

第3条及び第4条の規定に基づく義務は、知的所有権の取得又は維持に関してWIPOの主催の下で締結された多数国間協定に規定する手続については、適用しない。

★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　重要条文である。
第6条　消尽

この協定に係る紛争解決においては、第3条及び第4条の規定を除くほか、この協定のいかなる規定も、知的所有権の消尽に関する問題を取り扱うために用いてはならない。
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(5) 消尽（第６条）

旧テキストは国際的権利消尽問題（並行輸入）について各国の自由としていたが、これに対して米・スイスが強硬に反対した結果、TRIPS協定上の各条項は権利消尽に関する紛争処理では援用できないとされた。

この結果、権利消尽問題について紛争が生じても、TRIPS協定違反としてWTOの紛争解決手続を利用して解決することはできない。ただし、第3 条（内国民待遇）及び第4 条（最恵国待遇）の原則には服する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-48〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

４ この協定のいかなる規定も、知的所有権の消尽に関する問題を取り扱うためには適用されない。
（×）　TRIPs6条。第３条と第４条の規定は、例外的に適用される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H15-3〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

４ パリ条約には、工業所有権の消尽に関する明文の規定は存在していない。他方、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定では、同協定に係る紛争解決において、同協定中のいかなる規定も知的所有権の消尽に関する問題を取り扱うために用いてはならないと規定し、消尽の問題はいかなる場合といえども、世界貿易機関における紛争解決手続の対象とはなりえないことを明らかにしている。
（×）　TRIPs6条。第３条と第４条の規定は、例外的に適用される。
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さい。
第7条　目的

知的所有権の保護及び行使は、技術的知見の創作者及び使用者の相互の利益となるような並びに社会的及び経済的福祉の向上に役立つ方法による技術革新の促進並びに技術の移転及び普及に資するべきであり、並びに権利と義務との間の均衡に資するべきである。

☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さい。
第8条　原則

(1) 加盟国は、国内法令の制定又は改正に当たり、公衆の健康及び栄養を保護し並びに社会経済的及び技術的発展に極めて重要な分野における公共の利益を促進するために必要な措置を、これらの措置がこの協定に適合する限りにおいて、とることができる。
(2) 加盟国は、権利者による知的所有権の濫用の防止又は貿易を不当に制限し若しくは技術の国際的移転に悪影響を及ぼす慣行の利用の防止のために必要とされる適当な措置を、これらの措置がこの協定に適合する限りにおいて、とることができる。
第2部　知的所有権の取得可能性、範囲及び使用に関する基準
第1節　著作権及び関連する権利
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題履歴はない（１５年間）が、出題されそうな予感。
第9条　ベルヌ条約との関係

(1) 加盟国は、1971年のベルヌ条約の第1条から第21条まで及び附属書の規定を遵守する。ただし、加盟国は、同条約第6条の2の規定に基づいて与えられる権利又はこれから派生する権利については、この協定に基づく権利又は義務を有さない。
(2) 著作権の保護は、表現されたものに及ぶものとし、思想、手続、運用方法又は数学的概念自体には及んではならない。 
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(1) ベルヌ条約との関係（第９条）

①ベルヌ・プラス・アプローチ

ベルヌ条約（1971 年パリ改正条約）の実体規定で定められた保護水準をベースとし、それに＋αするアプローチが取られている。

②著作者人格権の排除　※ベルヌ条約第６条の２
著作者人格権については、米国が強硬に反対した結果、TRIPS 協定から除外された。（米国はベルヌ条約に加盟しているものの、人格権の保護については明文の保護が存在しない。人格権の導入については、映画産業界からの強硬な反対があった。）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　加盟国は、ベルヌ条約で規定されている著作者人格権の規定を遵守する義務を有する。
（×）　TRIPs9条(1)。同条約第6条の2（著作者人格権）は、除外されている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　著作権の保護は、表現されたもの、思想、手続、運用方法又は数学的概念自体に及ぶ。
（×）　TRIPs9条(2)。表現されたものにのみ及ぶ。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　日本の著作権法と同様なので、対応できるだろう。
第10条　コンピュータ・プログラム及びデータの編集物

(1) コンピュータ・プログラム(ソース・コードのものであるかオブジェクト・コードのものであるかを問わない。)は、1971年のベルヌ条約に定める文学的著作物として保護される。
(2) 素材の選択又は配列によって知的創作物を形成するデータその他の素材の編集物(機械で読取可能なものであるか他の形式のものであるかを問わない。)は、知的創作物として保護される。その保護は、当該データその他の素材自体には及んではならず、また、当該データその他の素材自体について存在する著作権を害するものであってはならない。
《　特許庁資料　：TRIPS協定整合性分析調査報告書（H28年度）　》
(2) コンピュータプログラム・データベース（第10 条）

コンピュータプログラムについて、ベルヌ条約の言語著作物(literary works）として保護されることが明記。最も重要な成果の一つ。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-30〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における著作権及び関連する権利に関して。

１ コンピュータ・プログラムは、１９７１年のベルヌ条約に定める文学的著作物として保護される。
（〇）　TRIPs10条(1)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-30〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における著作権及び関連する権利に関して。

２ 素材の編集物の保護は、当該素材自体に及んでもよいが、素材自体について存在する著作権を害するものであってはならない。
（×）　TRIPs10条(2)第２文。当該素材自体に及んではならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　素材の選択又は配列によって知的創作物を形成するデータその他の素材の編集物は、知的創作物として保護されない。
（×）　TRIPs10条(2)第１文。データベースも、保護される。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　そろそろ、第１文が出るか？
第11条　貸与権

少なくともコンピュータ・プログラム及び映画の著作物については、加盟国は、著作者及びその承継人に対し、これらの著作物の原作品又は複製物を公衆に商業的に貸与することを許諾し又は禁止する権利を与える。映画の著作物については、加盟国は、その貸与が自国において著作者及びその承継人に与えられる排他的複製権を著しく侵害するような当該著作物の広範な複製をもたらすものでない場合には、この権利を与える義務を免除される。コンピュータ・プログラムについては、この権利を与える義務は、当該コンピュータ・プログラム自体が貸与の本質的な対象でない場合には、適用されない。
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(3) 貸与権（第11 条）

コンピュータプログラムについては貸与許諾権の付与が義務付けられるとともに、映画の著作物については条件付（権利者の複製権を実質的に侵害するような広汎なコピー行為が生じている場合）で貸与許諾権の付与が義務付けられた。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-30〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における著作権及び関連する権利に関して。

３ 映画の著作物については、加盟国は、その貸与が自国において著作者及びその承継人に与えられる排他的複製権を著しく侵害するような当該著作物の広範な複製をもたらすものでない場合には、著作物の原作品又は複製物を公衆に商業的に貸与することを許諾し又は禁止する権利を与える義務を免除される。
（〇）　TRIPs11条第２文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　加盟国は、少なくとも映画の著作物について、著作者及びその承継人に対し、これらの著作物の原作品又は複製物を公衆に商業的に貸与することを許諾し又は禁止する権利を与えることが求められている。
（×）　TRIPs11条第１文。コンピュータ・プログラムにも、権利を与えることが求められている。
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さい。かっこ書の例外が出題されるかも？
第12条　保護期間

著作物(写真の著作物及び応用美術の著作物を除く。)の保護期間は、自然人の生存期間に基づき計算されない場合には、権利者の許諾を得た公表の年の終わりから少なくとも50年とする。著作物の製作から50年以内に権利者の許諾を得た公表が行われない場合には、保護期間は、その製作の年の終わりから少なくとも50年とする。
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(4) 保護期間（第12 条）

写真又は応用美術（ベルヌ条約上２５年以上とされている）を除き、自然人の寿命以外を基礎に算定されるものの保護期間は５０年間とされた。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　写真の著作物及び応用美術の著作物の保護期間は、自然人の生存期間に基づき計算されない場合には、権利者の許諾を得た公表の年の終わりから少なくとも50年とする。
（×）　TRIPs12条かっこ書。写真の著作物及び応用美術の著作物は除かれている。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さそうだが、出題実績あり。
第13条　制限及び例外

加盟国は、排他的権利の制限又は例外を著作物の通常の利用を妨げず、かつ、権利者の正当な利益を不当に害しない特別な場合に限定する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-30〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における著作権及び関連する権利に関して。

４ 加盟国は、排他的権利の制限又は例外を著作物の通常の利用を妨げず、かつ、権利者の正当な利益を不当に害しない特別な場合に限定する。
（〇）　TRIPs13条
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さそうだが、出題実績あり。出ても第１項だろう。
第14条　実演家、レコード(録音物)製作者及び放送機関の保護

(1) レコードへの実演の固定に関し、実演家は、固定されていない実演の固定及びその固定物の複製が当該実演家の許諾を得ないで行われる場合には、これらの行為を防止することができるものとする。実演家は、また、現に行っている実演について、無線による放送及び公衆への伝達が当該実演家の許諾を得ないで行われる場合には、これらの行為を防止することができるものとする。
(2) レコード製作者は、そのレコードを直接又は間接に複製することを許諾し又は禁止する権利を享有する。
(3) 放送機関は、放送の固定、放送の固定物の複製及び放送の無線による再放送並びにテレビジョン放送の公衆への伝達が当該放送機関の許諾を得ないで行われる場合には、これらの行為を禁止する権利を有する。加盟国は、この権利を放送機関に与えない場合には、1971年のベルヌ条約の規定に従い、放送の対象物の著作権者が前段の行為を防止することができるようにする。
(4) 第11条の規定(コンピュータ・プログラムに係るものに限る。)は、レコード製作者及び加盟国の国内法令で定めるレコードに関する他の権利者について準用する。加盟国は、1994年4月15日においてレコードの貸与に関し権利者に対する衡平な報酬の制度を有している場合には、レコードの商業的貸与が権利者の排他的複製権の著しい侵害を生じさせていないことを条件として、当該制度を維持することができる。

(5) 実演家及びレコード製作者に対するこの協定に基づく保護期間は、固定又は実演が行われた年の終わりから少なくとも50年とする。(3)の規定に基づいて与えられる保護期間は、放送が行われた年の終わりから少なくとも20年とする。

(6) (1)、(2)及び(3)の規定に基づいて与えられる権利に関し、加盟国は、ローマ条約が認める範囲内で、条件、制限、例外及び留保を定めることができる。ただし、1971年のベルヌ条約第18条の規定は、レコードに関する実演家及びレコード製作者の権利について準用する。
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(5) 著作隣接権（第14条）

米国は、隣接権制度を持たず、レコード製作者を sound recording の著作権者として保護するが、実演家・放送事業者には権利を付与していないため交渉が難航。

最終的に以下の通り合意。

①実演家に対し、実演の固定・固定物の複製権・放送・公衆への伝達に関する権利を認める。

②レコード製作者に対して、レコードの複製権を認める。

③放送事業者に対して、放送の固定・固定物の複製・再放送等の権利を認める。

④実演家・レコード製作者については50 年間、放送事業者に対しては20 年間の保護を規定。
(3) 貸与権（第14条(4)）

レコード製作者に対して、貸与許諾権を付与。但し、我が国のようにTRIPS 協定採択時において、権利者に衡平な報酬請求権制度を有している国では、実質的な被害が生じていない限り、この義務から免除される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-30〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における著作権及び関連する権利に関して。

５ レコード製作者は、そのレコードを直接又は間接に複製することを許諾し又は禁止する権利を享有する。

（〇）　TRIPs14条(2)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　レコードへの実演の固定に関し、実演家は、固定されていない実演の固定及びその固定物の複製が当該実演家の許諾を得ないで行われる場合には、これらの行為を防止することができる。
（〇）　TRIPs14条(1)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
2　現に行っている実演について、無線による放送及び公衆への伝達が当該実演家の許諾を得ないで行われる場合には、これらの行為を防止することができる。
（〇）　TRIPs14条(1)
第2部　知的所有権の取得可能性、範囲及び使用に関する基準
第2節　商標

★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　重要条文である。H30年度に出題されそう。
第15条　保護の対象

(1) ある事業に係る商品若しくはサービスを他の事業に係る商品若しくはサービスから識別することができる標識又はその組合せは、商標とすることができるものとする。その標識、特に単語(人名を含む。)、文字、数字、図形及び色の組合せ並びにこれらの標識の組合せは、商標として登録することができるものとする。標識自体によっては関連する商品又はサービスを識別することができない場合には、加盟国は、使用によって獲得された識別性を商標の登録要件とすることができる。加盟国は、標識を視覚によって認識することができることを登録の条件として要求することができる。
(2) (1)の規定は、加盟国が他の理由により商標の登録を拒絶することを妨げるものと解してはならない。ただし、その理由が1967年のパリ条約に反さないことを条件とする。

(3) 加盟国は、使用を商標の登録要件とすることができる。ただし、商標の実際の使用を登録出願の条件としてはならない。出願は、意図された使用が出願日から3年の期間が満了する前に行われなかったことのみを理由として拒絶されてはならない。
(4) 商標が出願される商品又はサービスの性質は、いかなる場合にも、その商標の登録の妨げになってはならない。 
(5) 加盟国は、登録前又は登録後速やかに商標を公告するものとし、また、登録を取り消すための請求の合理的な機会を与える。更に、加盟国は、商標の登録に対し異議を申し立てる機会を与えることができる。
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(1) 保護の対象（第15 条）

商標・サービスマークの保護について、登録主義・使用主義ともに許容する規定。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条約9〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１ 商標が出願される商品又はサービスの性質は、いかなる場合にも、その商標の登録の妨げになってはならない。

（〇）　TRIPs15条(4)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-16〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

(ﾊ) 加盟国は、登録前又は登録後速やかに商標を公告するものとし、また、登録を取り消すための請求の合理的な機会を与え、更に、加盟国は、商標の登録に対し異議を申し立てる機会を与えなければならない。
（×）　TRIPs15条(5)。「異議を申し立てる機会を与えなければならない。」のではなく、「異議を申し立てる機会を与えることができる。」。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

１ 標識自体によっては関連する商品又はサービスを識別することができない場合には、加盟国は、使用によって獲得された識別性を商標の登録要件とすることができる。
（〇）　TRIPs15条(1)第３文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

２ 加盟国は、標識を視覚によって認識することができることを商標の登録の条件として要求することができない。
（×）　TRIPs15条(1)第４文。できる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

３ 加盟国は、使用を商標の登録要件とすることができる。ただし、商標の実際の使用を登録出願の条件としてはならない。
（〇）　TRIPs15条(3)第１文・第２文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

４ 商標の登録出願は、意図された使用が出願日から３年の期間が満了する前に行われなかったことのみを理由として拒絶されてはならない。
（〇）　TRIPs15条(3)第３文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H16-38〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

１ 加盟国は、商標の実際の使用を登録出願の条件とすることはできず、登録要件とすることもできない。
（×）　TRIPs15条(3)。登録要件にはできる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H16-38〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

３ 加盟国は、視覚によって認識することができない標識を、商標として登録することができる。
（〇）　TRIPs15条(1)第４文
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　重要条文である。第３項は出題しにくそうなので、第１項を重点的に。
第16条　与えられる権利

(1) 登録された商標の権利者は、その承諾を得ていないすべての第三者が、当該登録された商標に係る商品又はサービスと同一又は類似の商品又はサービスについて同一又は類似の標識を商業上使用することの結果として混同を生じさせるおそれがある場合には、その使用を防止する排他的権利を有する。同一の商品又はサービスについて同一の標識を使用する場合は、混同を生じさせるおそれがある場合であると推定される。そのような排他的権利は、いかなる既得権も害するものであってはならず、また、加盟国が使用に基づいて権利を認める可能性に影響を及ぼすものであってはならない。
(2) 1967年のパリ条約第6条の2の規定は、サービスについて準用する。加盟国は、商標が広く認識されているものであるかないかを決定するに当たっては、関連する公衆の有する当該商標についての知識(商標の普及の結果として獲得された当該加盟国における知識を含む。)を考慮する。
(3) 1967年のパリ条約第6条の2の規定は、登録された商標に係る商品又はサービスと類似していない商品又はサービスについて準用する。ただし、当該類似していない商品又はサービスについての当該登録された商標の使用が、当該類似していない商品又はサービスと当該登録された商標の権利者との間の関連性を示唆し、かつ、当該権利者の利益が当該使用により害されるおそれがある場合に限る。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

(ｲ) 登録された商標の権利者は、その承諾を得ていないすべての第三者が、当該登録された商標に係る商品又はサービスと同一又は類似の商品又はサービスについて同一又は類似の標識を商業上使用することの結果として混同を生じさせるおそれがある場合には、その使用を防止する排他的権利を有するが、類似の商品又はサービスについて類似の標識を使用する場合は、混同を生じさせるおそれがあると推定されなければならない。
（×）　TRIPs16条(1)第１文・第２文。「類似の」ではなく、「同一の」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

(ﾛ) 登録された商標の排他的権利は、いかなる既得権も許容してはならず、また、加盟国が使用に基づいて権利を認める可能性を許容するものであってはならない。
（×）　TRIPs16条(1)第３文。両方とも、逆である。既得権も許容しなければならず、使用に基づいて権利を認める可能性は許容される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

(ﾊ) 加盟国は、商標が広く認識されているものであるかないかを決定するに当たっては、関連する公衆の有する当該商標についての知識（商標の普及の結果として獲得された当該加盟国における知識を含む。）を考慮しなければならない。
（〇）　TRIPs16条(2)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H16-38〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

２ 登録された商標の権利者は、第三者が無断で、当該登録された商標に係る商品又はサービスと同一又は類似の商品又はサービスについて同一又は類似の標識を商業上使用することの結果として混同を生じさせるおそれがある場合には、その使用を防止する排他的権利を有する。同一の商品又はサービスについて同一の標識のみならず類似の標識を使用する場合であっても、混同を生じさせるおそれがある場合であると推定される。
（×）　TRIPs16条(1)。「同一の商品又はサービスについて同一の標識のみならず類似の標識を使用する場合」が間違い。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さそうだが、出題実績あり。しばらく出題されないだろう。
第17条　例外

加盟国は、商標権者及び第三者の正当な利益を考慮することを条件として、商標により与えられる権利につき、記述上の用語の公正な使用等限定的な例外を定めることができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-53〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

(ｲ) 加盟国は、商標権者及び第三者の正当な利益を考慮することを条件として、商標により与えられる権利につき、記述上の用語の公正な使用等限定的な例外を定めることができる。 
（〇）　TRIPs17条
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　そろそろ出そう。７年は出題しやすい。第２文も、当然の決まりとして記憶。
第18条　保護期間

商標の最初の登録及び登録の更新の存続期間は、少なくとも7年とする。商標の登録は、何回でも更新することができるものとする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-18〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
３ 商標の最初の登録及び登録の更新の存続期間は、少なくとも５年とする。

（×）　TRIPs18条第１文
★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　重要条文である。
第19条　要件としての使用

(1) 登録を維持するために使用が要件とされる場合には、登録は、少なくとも3年間継続して使用しなかった後においてのみ、取り消すことができる。ただし、商標権者が、その使用に対する障害の存在に基づく正当な理由を示す場合は、この限りでない。商標権者の意思にかかわりなく生じる状況であって、商標によって保護されている商品又はサービスについての輸入制限又は政府の課する他の要件等商標の使用に対する障害となるものは、使用しなかったことの正当な理由として認められる。

(2) 他の者による商標の使用が商標権者の管理の下にある場合には、当該使用は、登録を維持するための商標の使用として認められる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

５ 他の者による商標の使用が商標権者の管理の下にある場合には、当該使用は、登録を維持するための商標の使用として認められる。
（〇）　TRIPs19条(2)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-48〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

５ 商標登録を維持するために使用が要件とされる場合には、商標登録は、少なくとも３年間継続して使用されなかったときは、常に、取り消される。
（×）　TRIPs19条(1)第１文・第２文。第２文が例外規定である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H16-38〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

４ 加盟国は、商標の使用を登録を維持するための要件とする場合において、商標権者自らによる商標の使用だけが登録を維持するための商標の使用となると定めることができる。
（×）　TRIPs19条(2)。通常使用権者などによる使用も認められている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　商標権者の意思にかかわりなく生じる状況であって、商標によって保護されている商品又はサービスについての輸入制限又は政府の課する他の要件等商標の使用に対する障害となるものは、使用しなかったことの正当な理由として認められる。
（〇）　TRIPs19条(1)第３文。

☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さそうだが、出題実績あり。しばらく出題されないだろう。
第20条　その他の要件

商標の商業上の使用は、他の商標との併用、特殊な形式による使用又はある事業に係る商品若しくはサービスを他の事業に係る商品若しくはサービスと識別する能力を損なわせる方法による使用等特別な要件により不当に妨げられてはならない。このことは、商品又はサービスを生産する事業を特定する商標を、その事業に係る特定の商品又はサービスを識別する商標と共に、それと結び付けることなく、使用することを要件とすることを妨げるものではない。
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(2) その他の要件（第20 条）

商標の使用は、特別の要件（他の商標と共に使用、特別な形式で使用、出所識別能力を損なう方法で使用等）によって不当に妨げられないことを規定。医薬品等の物品についての公益的必要性にも配慮されている。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条約9〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
２ 商標の商業上の使用は、他の商標との併用、特殊な形式による使用又はある事業に係る商品若しくはサービスを他の事業に係る商品若しくはサービスと識別する能力を損なわせる方法による使用等特別な要件により不当に妨げられてはならない。

（〇）　TRIPs20条第１文
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　重要条文である。そろそろ出るか？
第21条　使用許諾及び譲渡

加盟国は、商標の使用許諾及び譲渡に関する条件を定めることができる。もっとも、商標の強制使用許諾は認められないこと及び登録された商標の権利者は、その商標が属する事業の移転が行われるか行われないかを問わず、その商標を譲渡する権利を有することを了解する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-4〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

(ﾆ) 加盟国は、商標の使用許諾及び譲渡に関する条件を定めることができる。もっとも、商標の強制使用許諾は認められないこと及び登録された商標の権利者は、その商標が属する事業の移転が行われるか行われないかを問わず、その商標を譲渡する権利を有することを了解する。
（〇）　TRIPs21条

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H16-38〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定における商標の保護に関して。

５ 商標の譲渡は自由であり、加盟国は、商標が属する事業の移転とともにする場合でなければ商標の譲渡をすることができないと定めることは許されない。
（×）　TRIPs21条第２文。「その商標が属する事業の移転が行われるか行われないかを問わず、その商標を譲渡する権利を有することを了解する。」とは、商標の譲渡は原則として自由であるが、例外的に商標が属する事業の移転とともにする場合のみ認められるとする制度を設けることが許容されていることを意味している。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
１　商標の強制使用許諾は、例外的に認められる場合がある。
（×）　TRIPs21条。例外規定はない。
第2部　知的所有権の取得可能性、範囲及び使用に関する基準
第3節　地理的表示

★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　重要条文である。
第22条　地理的表示の保護

(1) この協定の適用上、「地理的表示」とは、ある商品に関し、その確立した品質、社会的評価その他の特性が当該商品の地理的原産地に主として帰せられる場合において、当該商品が加盟国の領域又はその領域内の地域若しくは地方を原産地とするものであることを特定する表示をいう。

(2) 地理的表示に関して、加盟国は、利害関係を有する者に対し次の行為を防止するための法的手段を確保する。

(a) 商品の特定又は提示において、当該商品の地理的原産地について公衆を誤認させるような方法で、当該商品が真正の原産地以外の地理的区域を原産地とするものであることを表示し又は示唆する手段の使用
(b) 1967年のパリ条約第10条の2に規定する不正競争行為を構成する使用

(3) 加盟国は、職権により(国内法令により認められる場合に限る。)又は利害関係を有する者の申立てにより、地理的表示を含むか又は地理的表示から構成される商標の登録であって、当該地理的表示に係る領域を原産地としない商品についてのものを拒絶し又は無効とする。ただし、当該加盟国において当該商品に係る商標中に当該地理的表示を使用することが、真正の原産地について公衆を誤認させるような場合に限る。
(4) (1)、(2)及び(3)の規定に基づく保護は、地理的表示であって、商品の原産地である領域、地域又は地方を真正に示すが、当該商品が他の領域を原産地とするものであると公衆に誤解させて示すものについて適用することができるものとする。 
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(1) 保護対象・保護内容（第２２条）

①地理的表示の定義

単なる商品の出所地名ではなく、その商品の品質・名声・特性が原産地に主として起因する表示（名称に限られない）。

（例）ボルドー、ポルト、ピルゼン・ビール、マイセン磁器、スイス・チョコレート、ゾリンゲン鋼製品、ペルシャ絨毯等
②公衆を誤認させるような地理的表示の使用の禁止、商標登録の拒絶・無効化

加盟国は、
(a) 地理的表示について公衆を誤認させる場合、これを防止するための法的手段（民事裁判による権利行使）を利害関係人に付与しなければならず、
(b) 誤認を生じさせるような地理的表示を含む商標を、職権又は利害関係人からの申立により、登録を拒絶・無効としなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条約9〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
３ 加盟国は、職権により（国内法令により認められる場合に限る。）又は利害関係を有する者の申立てにより、地理的表示のみから構成される商標については、当該地理的表示がぶどう酒又は蒸留酒の地理的表示でない場合でも、当該加盟国において真正の原産地について公衆を誤認させるか否かにかかわらず、当該地理的表示に係る領域を原産地としない商品についてのものを拒絶し又は無効としなければならない。

（×）　TRIPs22条(3)。誤認させるような場合に限る。なお、第２３条は、誤認が要件ではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-21〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。

(ｲ) 地理的表示に関して、加盟国は、利害関係を有する者に対し、商品の特定又は提示において、当該商品の地理的原産地について公衆を誤認させるような方法で、当該商品が真正の原産地以外の地理的区域を原産地とするものであることを表示し又は示唆する手段の使用を防止するための法的手段を確保しなければならない。 
（〇）　TRIPs22条(2)(a)
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　重要条文である。次は(3)から出題か？(4)は出ない気がする。
第23条　ぶどう酒及び蒸留酒の地理的表示の追加的保護

(1) 加盟国は、利害関係を有する者に対し、真正の原産地が表示される場合又は地理的表示が翻訳された上で使用される場合若しくは「種類(kind)」、「型(type)」、「様式(style)」、「模造品(imitation)」等の表現を伴う場合においても、ぶどう酒又は蒸留酒を特定する地理的表示が当該地理的表示によって表示されている場所を原産地としないぶどう酒又は蒸留酒に使用されることを防止するための法的手段を確保する。(注)

 (注)

加盟国は、これらの法的手段を確保する義務に関し、第42条第1段の規定にかかわらず、民事上の司法手続に代えて行政上の措置による実施を確保することができる。 
(2) 1のぶどう酒又は蒸留酒を特定する地理的表示を含むか又は特定する地理的表示から構成される商標の登録であって、当該1のぶどう酒又は蒸留酒と原産地を異にするぶどう酒又は蒸留酒についてのものは、職権により(加盟国の国内法令により認められる場合に限る。)又は利害関係を有する者の申立てにより、拒絶し又は無効とする。 
(3) 2以上のぶどう酒の地理的表示が同一の表示である場合には、第22条(4)の規定に従うことを条件として、それぞれの地理的表示に保護を与える。各加盟国は、関係生産者の衡平な待遇及び消費者による誤認防止の確保の必要性を考慮し、同一である地理的表示が相互に区別されるような実際的条件を定める。 
(4) ぶどう酒の地理的表示の保護を促進するため、ぶどう酒の地理的表示の通報及び登録に関する多数国間の制度であって、当該制度に参加する加盟国において保護されるぶどう酒の地理的表示を対象とするものの設立について、貿易関連知的所有権理事会において交渉を行う。

《　特許庁資料　：TRIPS協定整合性分析調査報告書（H28年度）　》
(2) ワイン及びスピリッツの特別な保護（第２３条）

ワイン等について、特にECの要求を受けて、追加的な保護が講じられている。

ワインとスピリッツの場合には、第２２条と異なり、公衆の誤認混同が要件とされず、地理的表示と並んで正しい産出地名や「種類」「タイプ」「イミテーション」「風」等の表現を伴っていても使用が認められない。

ただし、米国等の反対もあり、民事裁判の行使の代わりに、行政的な規制による保護でも協定上許容されることになった（我が国は「酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律」に基づく地理的表示の表示基準の告示で実施）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条約9〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
４ 加盟国は、利害関係を有する者に対し、真正の原産地が表示される場合又は地理的表示が翻訳された上で使用される場合若しくは「種類」、「型」、「様式」、「模造品」等の表現を伴う場合においても、ぶどう酒又は蒸留酒を特定する地理的表示が当該地理的表示によって表示されている場所を原産地としないぶどう酒又は蒸留酒に使用されることを防止するための法的手段を確保しなければならない。

（〇）　TRIPs23条(1)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-21〕 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。 

(ﾊ) １のぶどう酒又は蒸留酒を特定する地理的表示を含むか又は特定する地理的表示から 構成される商標の登録であって、当該１のぶどう酒又は蒸留酒と原産地を異にするぶどう酒又は蒸留酒についてのものは、職権により（加盟国の国内法令により認められる場合に限る。）又は利害関係を有する者の申立てにより、拒絶し又は無効としなければならない。 
（〇）　TRIPs23条(2)
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆
[メモ]　出題可能性は小さそうだが、出題実績あり。しばらく出題されないだろう。
第24条　国際交渉及び例外

(1) 加盟国は、第23条の規定に基づく個々の地理的表示の保護の強化を目的とした交渉を行うことを合意する。(4)から(8)までの規定は、加盟国が交渉の実施又は2国間若しくは多数国間協定の締結を拒否するために用いてはならない。このような交渉において、加盟国は、当該交渉の対象となった使用に係る個々の地理的表示についてこれらの規定が継続して適用されることを考慮する意思を有するものとする。

(2) 貿易関連知的所有権理事会は、この節の規定の実施について検討する。1回目の検討は、世界貿易機関協定の効力発生の日から2年以内に行う。これらの規定に基づく義務の遵守に影響を及ぼすいかなる事項についても、同理事会の注意を喚起することができる。同理事会は、加盟国の要請に基づき、関係加盟国による2国間又は複数国間の協議により満足すべき解決が得られなかった事項について加盟国と協議を行う。同理事会は、この節の規定の実施を容易にし及びこの節に定める目的を達成するために合意される行動をとる。

(3) この節の規定の実施に当たり、加盟国は、世界貿易機関協定の効力発生の日の直前に当該加盟国が与えていた地理的表示の保護を減じてはならない。 
(4) 加盟国の国民又は居住者が、ぶどう酒又は蒸留酒を特定する他の加盟国の特定の地理的表示を、(a)1994年4月15日前の少なくとも10年間又は(b)同日前に善意で、当該加盟国の領域内においてある商品又はサービスについて継続して使用してきた場合には、この節のいかなる規定も、当該加盟国に対し、当該国民又は居住者が当該地理的表示を同一の又は関連する商品又はサービスについて継続してかつ同様に使用することを防止することを要求するものではない。

(5) 次のいずれかの日の前に、商標が善意に出願され若しくは登録された場合又は商標の権利が善意の使用によって取得された場合には、この節の規定を実施するためにとられる措置は、これらの商標が地理的表示と同一又は類似であることを理由として、これらの商標の登録の適格性若しくは有効性又はこれらの商標を使用する権利を害するものであってはならない。 
(a) 第6部に定めるところに従い、加盟国においてこの節の規定を適用する日

(b) 当該地理的表示がその原産国において保護される日

(6) この節のいかなる規定も、加盟国に対し、商品又はサービスについての他の加盟国の地理的表示であって、該当する表示が当該商品又はサービスの一般名称として日常の言語の中で自国の領域において通例として用いられている用語と同一であるものについて、この規定の適用を要求するものではない。この節のいかなる規定も、加盟国に対し、ぶどう生産物についての他の加盟国の地理的表示であって、該当する表示が世界貿易機関協定の効力発生の日に自国の領域に存在するぶどうの品種の通例として用いられている名称と同一であるものについて、この規定の適用を要求するものではない。 
(7) 加盟国は、商標の使用又は登録に関してこの節の規定に基づいてされる申立てが、保護されている地理的表示の不当な使用が自国において一般的に知られるようになった日の後又は、当該日よりも登録の日が早い場合には、商標が当該登録の日までに公告されることを条件として、当該登録の日の後5年以内にされなければならないことを定めることができる。ただし、当該地理的表示の使用又は登録が悪意で行われたものでないことを条件とする。 
(8) この節の規定は、自己の氏名若しくは名称又は事業の前任者の氏名若しくは名称が公衆を誤認させるように用いられる場合を除くほか、これらの氏名又は名称を商業上使用する者の権利にいかなる影響も及ぼすものではない。

(9) 加盟国は、原産国において保護されていない若しくは保護が終了した地理的表示又は当該原産国において使用されなくなった地理的表示を保護する義務をこの協定に基づいて負わない。
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(3) 国際交渉及び例外（第２４条）

理事会が地理的表示に関する規定の適用を検討する（１回目の検討はWTO 協定効力発効の日から２年以内）こと、地理的表示の強い保護に対する例外を規定。
例外規定としては、既得権保護（１９９４年４月１５日の前少なくとも１０年間又は同日前に善意で使用）、一般名称化やぶどう品種の名称となっている地理的表示の例外、申立の除訴期間（不正使用が知られるようになってから又は商標登録から５年以内）等を規定。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条約9〕　知的所有権の貿易関連の側面に関する協定に関して。
５ 加盟国は、原産国において保護されていない若しくは保護が終了した地理的表示又は当該原産国において使用されなくなった地理的表示を保護する義務を負わない。

（〇）　TRIPs24条(9)
《改訂履歴》
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